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69.5
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16,846

48,832
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②産業構造

女

③農業・工業・商業

第１次

％32.8

％

5,876

4,473

669,362

市章等 〒 300-8686
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0298-26-1111
〈 Ｈ Ｐ 〉

H19.11.22～
H23.11.21

なかがわ きよし

類型

〈e-mail〉

①長等（Ｈ２１．５．１現在）

ｋ㎡Ⅲ－１

tutiura@po.net-ibaraki.ne.jp

＜行政組織＞

113.82

Ｈ１９．４．１

1,077 984

1,153

全職員数
の 推 移

Ｈ１７．４．１

1,140

93

Ｈ１８．４．１

ラスパイ
レス指数

④機構図（Ｈ２１．４．１現在）
71,187

農家数

住民所得

第３次

第２次 219,493

区分 総生産額（Ｈ１８年度）

1,100

④特産物

農業
（Ｈ17．2．1）

182

商店数

1,802

卸・小売業
（Ｈ19．6．1）

事業所数

2,352

<市長>
市 長 公 室－秘書課，政策企画課，行政経営課，財政課

広報広聴課，男女共同参画課
総 務 部－総務課，人事課，管財課，課税課，納税課
市民生活部－市民活動課，生活安全課，市民課，環境保全課

環境衛生課
保健福祉部－国保年金課，健康増進課

｜
福祉事務所－社会福祉課，障害福祉課，こども福祉課

高齢福祉課
産 業 部－商工観光課，農林水産課，耕地課

公設地方卸売市場
建 設 部－道路課，住宅営繕課，下水道課，水道課
都市整備部－都市計画課，建築指導課，公園街路課
<会計管理者>
会 計 課
<教育長> －教育総務課，学務課，生涯学習課，文化課
<教育次長> 青少年課，スポ－ツ振興課，指導課

｜
幼稚園・小学校・中学校

<消防本部>－総務課，予防課，警防緊急課，通信指令課
｜

土浦消防署，荒川沖消防署，神立消防署，新治消防署
<議 会> －議会事務局
<監査委員>－監査事務局
<行政委員会>
農業委員会，選挙管理委員会，公平委員会
固定資産評価審査委員会

総額・総数

市町村内総生産

億円

6,694

れんこん グラジオラス アルストロメリア 水産加工品 そば粉
梨

459,763

－

0.9

68.7

96.0
地域手当
補正後
ラス指数

94.2

644

3,438 百円
一般行政職の
平均給料月額

普通会計関係

72,36672,288

71,694

574,273

従業者数
年間販売額

（H18.4.1～19.3.31）

9,680

（H19.1.1～12.31）

（人・百万円）

55,975

144,060

千円

13,862

13,152

計

58,843

就業人口（Ｈ１７国調）

千円

2,661

製造業
（Ｈ19．12．31）

830,895

製造品出荷額等

農業就業人口
農業産出額

従業者数

1,622

（H18.1.1～12.31）

常住人口

（Ｈ21．4．１）Ｈ１７

％

％

8,425

土浦市（つちうらし）

都市開発
公営企業

人
口

世帯数

④有権者数（21．3．2現在）

141,862 144,106

48,228

男

①生産・所得（平成１8年度）

区分

合計

Ｈ１２

70,675

女

＜産業・経済＞

57,871
有権者数

一部事務組合加入事業
消防賞じゅつ金 交通共済 非
常勤公務災害 市町村会館管理
税滞納整理 し尿処理 社会教
育退職手当 ごみ処理 老人保
健センタ－運営

地域指定

③人口・世帯数

昭和15年11月 3日 市制施行
昭和23年 9月 1日 編入 朝日村の一部荒川沖，都和村
昭和29年11月 1日 編入 上大津村
昭和56年 3月 1日 境界変更 阿見町住吉地区の一部
昭和63年 9月 1日 境界変更 阿見町大字阿見の一部
平成18年 2月20日 編入 新治村

②地勢・風土等
土浦市は，日本第２の湖，霞ヶ浦の西岸に位置し，首都東京から６０ｋ

ｍ，成田国際空港から４０ｋｍに位置し，茨城県南の中核都市として発展
してきた。気候は，年間を通して比較的温和であり，霞ヶ浦から筑波山ろ
くに至る豊かな自然環境に恵まれている。主なイベントとして春は，２万
人が参加する「かすみがうらマラソン大会（兼）国際盲人マラソン」，秋に
は全国一の「土浦全国花火競技大会」や「カレーフェスティバル」が盛大
に開催される。
平成２０年度からは，「水・みどり・人がきらめく 安心のまち 活力のま

ち 土浦」を将来都市像とする第７次土浦市総合計画に基づき，市民と
の協働により「日本一住みやすい」まちづくりを進めている。

現議員数

①沿革

公営事業
会計関係うち一般行政関係

全職員数

中川 清

副議長議 長

任 期 28条例定数H23.4.30 名

瀧ヶ﨑 洋之/五頭 英明

吉田 博史

％21.4

(百万円・人）

116,714

3,112

％

24.0

53,630

老齢人口割合

3.8

％

就業者１人当り

人口１人当り

51,738

億円

国勢調査

71,818 71,647

〈 ＴＥＬ 〉

上水道

地方公共
団体コ－ド

土浦市下高津1-20-35
029-822-9252〈 ＦＡＸ 〉

＜概要＞

⑤老齢人口割合 （Ｈ21.3.31住基人口）

143,958

27 名

（人）

民主1 公明5 共産2 社民1 新社会１ 無17

③職員数（Ｈ２０．４．１現在）

Ｈ７

男

72,311

党 派 別

長

②議会（Ｈ２１．５．１現在）

副市長

63 歳）

任 期

折本 明



地球温暖化防止行
動計画策定事業

H21～

学校施設耐震化事
業

H21～

計画的に耐震化の必要性がある建物の耐
震補強工事を行い，学校建物の安全性等
を確保しようとするものです。特に，地域住
民の避難場所となる屋内運動場を優先し
て，補強工事を実施する。

415

本路線をトンネル構造の走行性・安全
性に優れた道路として整備することで，
移動時間の短縮や広域的な交通アクセ
スの向上を図る。

2,927

ヒブ（Ｈｉｂ）ワクチン
接種補助事業

H21～

乳幼児の髄膜炎等の予防に大きな効
果があるヒブワクチンの予防接種料金
の一部を助成することにより，乳幼児の
健康を守ることを目的とする。

4

内 容
概 算
事業費

市民の生命・財産を守るため，災害が
発生する恐れがある場合や災害発生時
に，市民に対して適切な情報を迅速か
つ正確に伝達する。

670

上水道等普及率 94.97 ％

1

か所

か所

％

老人福祉施設 12

25,171,337 85.6

80.4
（ 40.7 ） ( 38.2 ）

9,615,752

96.7
（ 15.2 ） ( 17.2 ）

4,483,286

（ 31.7 ） ( 33.3 ）

8,379,811
89.9

％

排水等処理率

④市町村税の状況（平成１９年度） （千円・％）

区分 調定額 収入額 徴収率

市町村民税・個人
（構成比）

9,326,201

1 か所

公民館等

図書館

7

保育所 19

市町村民税・法人
（構成比）

か所

園

9

22

2,075 9.0

1.1

△ 1,117

33

1,260

3,063

1,229

624

－

－

－

25.6

－

-

（百万円・％）

固定資産税
（構成比）

1,199

4,334,749

校

11,956,134

市町村税合計
（国保除く） 29,405,427

-

2.6

△ 47.6

－

－

△ 2.7

公営住宅

期間

9,045

19.6

897

417

3,624

5,979

6,474

△ 25119.9

14.2 191

13.1

＜財政状況＞

①決算収支 （千円・％）

△ 114,915 438,861

増減率

歳 入 45,762,437 46,961,076

区分

1.7

-

2.6

45,479,209

1,481,867

単年度収支

国庫支出金

うち臨財債費

その他

歳 出

46,961

6.5

3,028 6.5

25,171 53.6

－

税の徴収率（合計） 85.6 ％

47.3

2.7

30.8

2.6

か所

戸

幼稚園

小学校

中学校

1,262

-

3.0

1.7

1.7

7.5

実質単年度収支 1,258,499 2,301,041

Ｈ１８決算 Ｈ１９決算

1,273,082

44,741,462

1,020,975

834,221

歳 出

形式収支

実質収支

校 プ－ル

児童館 3

か所

か所地方交付税

1,213

21,498

45,479

歳 入

地方債

区 分

道路舗装率 75.82

229

44.5

病院・診療所

道路改良率

20

＜公共施設整備状況＞（平成１９年度）

357

738－

128

8.0

1.7

8.0 32.9

38.9

うち補助 780

6.1

③主要指標（平成１９年度）

区 分 指数等

20,357 44.8

－

3,624

扶助費

人件費

14,470

地方税

－

7742,761

②主な歳入・歳出（平成１９年度）

－

－

決算額 構成比 増減額 増減率

うち繰入金 2.6

体育館 2 か所 92.97 ％

義務的経費
＜主要施策等＞

①主要施策実施状況 （百万円）

名 称公債費

投資的経費

防災無線設置事業
Ｈ21
～H22普通建設事業費

朝日トンネル整備事業
Ｈ19
～H24

うち単独

その他の経費

うち繰出金 5,327 11.7 － －

標準財政規模（Ｈ２０） 27,208 百万円

財政力指数（Ｈ１８～Ｈ２０） 0.983 地球温暖化の防止については，世界各国でさまざまな
取組が進められているものの，京都議定書の遵守まで
至っていないのが現状である。本市においても，効果的
な施策を検討し，市民・事業者・行政等あらゆる主体が
取組を進めることが急務であることから,地球温暖化防
止行動計画を策定する。

10経常収支比率 88.1 ％

公債費負担比率 19.0 ％
②今後の主要課題・特色ある行政等

実質収支比率 4.5 ％
＜主要課題＞
・霞ヶ浦の水質浄化への対応
・中心市街地活性化の推進
・行財政改革の推進
・安心・安全なまちづくりの推進
・企業誘致の推進

＜特色ある行政＞
・福祉コミュニティ圏の構築
・市民との協動によるまちづくり
・未就学児までの医療費無料化制度
・食のまちづくり

実質公債費負担率 11.6 ％

将来負担比率 73.7 ％

税の徴収率（現年課税分） 96.9 ％

税の徴収率（滞納繰越分） 13.2 ％

地方債現在高（A) 43,550,180 千円

債務負担行為支出予定額（B) 4,608,060 千円

積立金現在高（C) 12,916,072 千円

将来にわたる財政負担（D=A＋B-C) 35,242,168 千円


